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平成 23 年３月 29 日 

各   位  

会 社 名   

代表者名 代表取締役社長 高 添 俊 幸 

（コード番号  ９４４８  東証第一部） 

問合せ責任者   ＩＲ室長 宮 田 清 治 

（問合せ窓口：ＩＲ室 ℡03-5440-3311） 

 

定款の一部変更、全部取得条項付普通株式の取得及び取締役の選任等に関する承認決議 

並びに全部取得条項付普通株式の取得に係る基準日設定に関するお知らせ 

 

当社は、平成 23 年２月 18 日付「定款の一部変更及び全部取得条項付普通株式の取得等に関するお

知らせ」（以下「平成 23 年２月 18 日付当社プレスリリース」といいます。）においてお知らせいたし

ましたとおり、本日、当社定款の一部変更及び当該変更によって全部取得条項が付された当社普通株

式（以下「全部取得条項付普通株式」といいます。）の全部の取得並びに取締役 5 名の選任について、

臨時株主総会（以下「本臨時株主総会」といいます。）及び当社普通株式を有する株主様を構成員とす

る種類株主総会（以下「本種類株主総会」といいます。）に付議しましたところ、下記のとおりいずれ

も承認可決されましたので、お知らせいたします。 

この結果、当社普通株式は、株式会社東京証券取引所市場第一部（以下「東証一部」といいます。）

の上場廃止基準に該当することになりますので、本日から平成 23 年４月 29 日までの間、整理銘柄に

指定された後、平成 23 年４月 30 日をもって上場廃止となる予定です。上場廃止後は、当社普通株式

を東証一部において取引することはできません。 

また、当社は、全部取得条項付普通株式の取得について、本日開催の取締役会で、平成 23 年５月９

日を基準日と定め、同日の最終の株主名簿に記録された株主様をもって、平成 23 年５月 10 日を取得

日として、その所有する全部取得条項付普通株式（自己株式を除きます。）を当社が取得し、当該取得

と引換えに、全部取得条項付普通株式１株につき当社のＡ種種類株式を 2,826,200 分の１株の割合に

て当社が交付する株主様と定めることを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

I. 当社定款の一部変更等の内容 

 

当社は、平成 23 年２月 18 日付当社プレスリリースにおいてお知らせいたしましたとおり、以下

の当社定款の一部変更及び当社の全部取得条項付普通株式の全部の取得（以下、総称して「本完全

子会社化手続等」といいます。）並びに取締役 5名の選任について必要なご承認をいただくため、本

日、本臨時株主総会及び本種類株主総会を開催いたしました。 

 

① 当社定款の一部を変更し、種類株式を発行する旨の定めを新設いたします。 

かかる種類株式としては、普通株式に優先して残余財産の分配を受けることを内容とする株式で

あるＡ種種類株式を設けることといたします。 
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② 上記①による変更後の当社定款の一部をさらに変更し、当社普通株式に、当社が株主総会の決

議によってその全部を取得する全部取得条項を付す旨の定めを新設いたします。 

③ 会社法第 171 条第１項並びに上記①及び②による変更後の定款に基づき、株主総会の決議によ

って、株主の皆様（当社を除きます。以下同じとします。）から全部取得条項付普通株式の全てを

取得し、当該取得の対価として、当社は、株主の皆様に対し、全部取得条項付普通株式１株と引

換えにＡ種種類株式 2,826,200 分の１株を交付いたします。この際、株式会社ＭＢＫＰ２（以下

「ＭＢＫＰ２」といいます。）以外の株主の皆様に対して取得対価として割り当てられるＡ種種類

株式の数は、１株未満の端数となる予定です。 

④ 上記①による変更後の当社定款の一部をさらに変更して、当社の定時株主総会の基準日に関す

る規定を削除して、条数の繰り上げ等の調整を行うことといたします。 

 

II. 各議案に係る承認決議 

 

1. 種類株式発行に係る定款一部変更（上記①）及び全部取得条項に係る定款一部変更（上記②）

の承認決議 

 

（1）承認可決された事項の内容 

本完全子会社化手続等の①及びこれに伴う所要の定款変更は、本臨時株主総会における第１号

議案として付議され、承認可決されました。 

また、本完全子会社化手続等の②の定款変更は、本臨時株主総会における第２号議案及び本種

類株主総会における議案として付議され、いずれも承認可決されました。 

本臨時株主総会第１号議案に係る定款変更の内容は、平成 23 年２月 18 日付当社プレスリリー

スの「定款一部変更の件-１」に係る変更の内容のとおりであり、本臨時株主総会第２号議案及

び本種類株主総会議案に係る定款変更の内容は、同リリースの「定款一部変更の件-２」に係る

変更の内容のとおりです。 

 

（2）定款変更の効力の発生 

本完全子会社化手続等の①及びこれに伴う所要の定款変更の効力は、本臨時株主総会における

承認可決をもって本日発生しております。 

また、本完全子会社化手続等の②の定款変更の効力は、本臨時株主総会及び本種類株主総会に

おける承認可決により、平成 23 年５月 10 日に発生いたします。 

 

2. 全部取得条項付普通株式の取得（上記③）の承認決議 

 

（1）承認可決された事項の内容 

本完全子会社化手続等の③は、その他の必要事項の決定を取締役会に一任いただくことを含め

て本臨時株主総会における第３号議案として付議され、承認可決されました。 

当該議案の内容は、平成 23 年２月 18 日付当社プレスリリースの「全部取得条項付普通株式の

取得の件」においてお知らせいたしましたとおり、当社が、会社法第 171 条第１項並びに本完全

子会社化手続等の①及び②による変更後の定款に基づき、株主の皆様から全部取得条項付普通株

式全てを取得し、当該取得と引換えに、本完全子会社化手続等の①の定款変更によって設けられ

るＡ種種類株式を、全部取得条項付普通株式１株につき 2,826,200 分の１株の割合をもって交付
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するものです。その結果、ＭＢＫＰ２以外の株主の皆様に対して当社が割り当てるＡ種種類株式

の数は、１株未満の端数となる予定です。 

 

（2）全部取得条項付普通株式の取得の効力の発生 

全部取得条項付普通株式の取得の効力は、本臨時株主総会及び本種類株主総会における承認可

決により、本完全子会社化手続等の①及びこれに伴う所要の定款変更の効力発生並びに本完全子

会社化手続等の②の定款変更の効力発生を条件として、平成 23 年５月 10 日に発生いたします。 

 

（3）全部取得条項付普通株式の取得の実施に関する手続 

全部取得条項付普通株式の取得の効力が発生した場合、上記のとおり、当社は、株主の皆様か

ら全部取得条項付普通株式全てを取得し、当該取得と引換えに、本完全子会社化手続等の①の定

款変更によって設けられるＡ種種類株式を、全部取得条項付普通株式１株につき 2,826,200 分の

１株の割合をもって交付いたします。 

また、株主の皆様に対して交付されるＡ種種類株式が１株未満の端数となるときには、１株未

満の端数の合計数（ただし、会社法第 234 条第１項により、その合計数に１株に満たない端数が

ある場合には、当該端数は切り捨てられます。）に相当する株式を、会社法第 234 条の定めに従

って売却し、その売却により得られた代金をその端数に応じて株主の皆様に交付します。かかる

売却手続に関し、当社では、会社法第 234 条第２項の規定に基づき裁判所の許可を得てＡ種種類

株式をＭＢＫＰ２に売却すること、又は会社法第 234 条第２項及び第４項の規定に基づき裁判所

の許可を得てＡ種種類株式を当社が買い取ることを予定しております。 

この場合のＡ種種類株式の売却金額につきましては、必要となる裁判所の許可が予定どおり得

られた場合には、各株主の皆様が保有する当社全部取得条項付普通株式数に 1,500 円（ＭＢＫＰ

２が当社普通株式に対し公開買付けを行った際における当社普通株式１株当たりの買付価格）を

乗じた金額に相当する金銭を各株主の皆様に交付できるような価格に設定することを予定して

おりますが、裁判所の許可が得られない場合や、計算上の端数調整が必要な場合等においては、

実際に交付される金額が上記金額と異なる場合もあり得ます。 

 

3. 定時株主総会基準日に係る定款一部変更（上記④）の承認決議 

 

（1）承認可決された事項の内容 

定時株主総会基準日に係る定款一部変更の件は、本臨時株主総会における第４号議案として付

議され、承認可決されました。 

当該議案に係る定款変更の内容は、平成 23 年２月 18 日付当社プレスリリースの「定款一部変

更の件-３」に係る変更の内容のとおりです。 

 

（2）定款変更の効力の発生 

定時株主総会基準日に係る定款一部変更の効力は、本臨時株主総会において本完全子会社化手

続等の①乃至③に係る議案が承認可決され、本種類株主総会において本完全子会社化手続等の②

に係る議案が承認可決されたことをもって、本日発生しております。 
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4. 取締役５名選任の承認決議 

取締役５名選任の件は、本臨時株主総会における第５号議案として付議され、承認可決されま

した。 

新たに選任された取締役の氏名及び略歴等は、以下のとおりです。 

 

氏 名 略歴等 

平成６年４月 株式会社ボストン・コンサルティング・グループ入社 

平成 11 年８月 ゴールドマン・サックス証券会社（現ゴールドマン・サックス証券株式会社）

入社 

平成 14 年５月 A.T.カーニー株式会社入社 

平成 18 年４月 MBK パートナーズ株式会社入社（現在） 

平成 19 年９月 弥生株式会社取締役（現任） 

平成20年10月 田崎真珠株式会社取締役（現任） 

平成20年10月 MBK パートナーズ株式会社代表取締役（現任） 

鈴木 荘平 

平成 22 年９月 株式会社 MBKP2 代表取締役（現任） 

平成５年４月  株式会社あさひ銀行（現株式会社りそなホールディングス）入行 

平成 12 年７月 ゴールドマン・サックス証券会社（現ゴールドマン・サックス証券株式会社）

入社 

平成15年12月 同社投資銀行部門 ヴァイス・プレジデント 

平成17年12月 同社プリンシパル・インベストメント・エリア ヴァイス・プレジデント 

平成 21 年２月 MBK パートナーズ株式会社入社（現在） 

平成 22 年１月 MBK パートナーズ株式会社 代表取締役（現任） 

加笠 研一郎 

平成 22 年６月 株式会社ユー・エス・ジェイ取締役（現任） 

平成 13 年４月 株式会社富士銀行(現株式会社みずほ銀行)入行 

平成 15 年９月 株式会社グラックス・アンド・アソシエイツ入社 

平成 16 年９月 株式会社 MKS パートナーズ入社 

平成 20 年４月 MBK パートナーズ株式会社入社（現在） 

平成 22 年９月 株式会社 MBKP2 取締役（現任） 

池田 大輔 

平成 23 年１月 田崎真珠株式会社取締役（現任） 

昭和 61 年５月 ゴールドマン・サックス入社 

平成７年３月 ソロモン・ブラザーズ入社 

平成 10 年２月 カーライル・グループ アジア代表 

平成 17 年３月 MBK パートナーズ共同設立パートナー(現任) 

平成 18 年６月 HK Mutual Savings Bank 取締役（現任） 

平成 19 年５月 China Network Systems Co.,Ltd.取締役（現任） 

平成 19 年９月 弥生株式会社取締役（現任） 

平成19年11月 C&M Co.,Ltd.取締役（現任） 

平成 20 年２月 株式会社 MBKP2 取締役（現任） 

Michael Kim 

(マイケル・キム) 

平成20年10月 田崎真珠株式会社取締役（現任） 
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平成 10 年１月 ソロモン・スミス・バーニー入社 

平成 11 年４月 カーライル・グループ入社 

平成 17 年３月 MBK パートナーズ共同設立パートナー(現任) 

平成 19 年８月 China Network Systems Co.,Ltd.取締役（現任） 

平成 20 年３月 C&M Co.,Ltd.取締役（現任） 

平成 20 年７月 弥生株式会社取締役（現任） 

平成20年10月 田崎真珠株式会社取締役（現任） 

平成 21 年６月 株式会社ユー・エス・ジェイ取締役（現任） 

Jay Bu 

(ジェイ・ブー) 

平成 22 年９月 株式会社 MBKP2 取締役（現任） 

 

III.全部取得条項付普通株式の取得に係る日程の概要（予定） 

全部取得条項付普通株式の取得に係る日程の概要（予定）は、以下のとおりです。 

 

種類株式発行に係る定款一部変更（本完全子会社化手続等の①）及び定時株主

総会基準日に係る定款一部変更（本完全子会社化手続等の④）の効力発生日 
平成 23 年３月 29 日（火）

当社普通株式の東証一部における整理銘柄への指定 平成 23 年３月 29 日（火）

全部取得条項付普通株式の取得に係る基準日設定公告 平成 23 年３月 30 日（水）

当社普通株式の東証一部における売買最終日 平成 23 年４月 28 日（木）

当社普通株式の東証一部における上場廃止日 平成 23 年４月 30 日（土）

全部取得条項付普通株式の取得及びＡ種種類株式の交付に係る基準日 平成 23 年５月９日（月）

全部取得条項に係る定款一部変更（本完全子会社化手続等の②）の効力発生日 平成 23 年５月 10 日（火）

全部取得条項付普通株式の取得及びＡ種種類株式交付（本完全子会社化手続等

の③）の効力発生日 
平成 23 年５月 10 日（火）

 

 

  以  上 

 


